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調査概要

※本調査において構成比は小数点以下第2位を四捨五入しており、合計値は必ずしも100.0とはならない。
※括弧（）内の数値は、前回調査結果。
※グラフは無回答を除く割合を算出している。

調査目的 回答数

東京商工会議所中小企業委員会は、会員企業の経営実態に即し

た支援策の実現を目指し、例年、｢中小企業対策に関する重点

要望｣を国、東京都をはじめ、関係各方面に提出している。本

調査は、中小企業が抱える経営課題等を広く聴取し、要望事項

の取りまとめに供するため23区内中小企業・小規模企業を対象

に行ったもの。

1,756社（回答率17.6%）

―うち小規模企業者852社（48.5％）

※2024年度実績1,447社（回答率14.5%）

―うち小規模企業者645社（44.6％）

調査期間 中小企業・小規模企業の定義

2025年9月22日～10月15日 中小企業とは、中小企業基本法第2条第1項の規定に基づく「中

小企業者」をいう。

小規模企業とは、同条第5項の規定に基づく、小規模企業振興

基本法（第2条第1項）に定義された、おおむね常時使用する従

業員の数が20人以下（商業サービス業は5人以下）の事業者。

調査対象

23区内中小企業・小規模企業 10,000社

調査方法

郵送・メールによる調査票送付、

FAX・メール・WEBによる回答
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結果のポイント

売上・収益
• 売上高を昨年同時期と比較して、「増加」した企業は約４割。

• 前期収支における赤字企業の割合は２割が定着。

成長に向け
た新たな
取り組み

• 2018年以降、中期的な事業方針を「拡大」と回答する企業は増加傾向。経営者年齢

が若いほど「拡大」の割合が高い。

• 前期収益における収支トントン・赤字企業では、直近１年以内に新たな取り組みを

実施していない割合が36.8％。

• スタートアップとの連携協業・製品サービスに関心がある中小企業は、昨年比6.4ポ

イント増加の43.3％。

省力化・
業務効率化

• 省力化・業務効率化できている業務は、バックオフィス業務が上位となり、今後必

要な業務では、販売・生産関連の業務が上位にあがる。

• 省力化・業務効率化が進んでいない企業の約半数は、今後も必要性を感じていない。

取引環境

• 全ての費用において、前年調査から価格転嫁に進展が見られず足踏み状況。

• BtoCの価格転嫁が進んでいない。（BtoBと比較して約10ポイントの差）

• 約45％の企業が希望する価格設定ができておらず、運輸業は約60％ができていない。

事業承継
• 後継者不在も事業継続意思のある企業は約３割。そのうち50・60代の経営者では事

業承継に意識が至っていない。
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業種、業歴

【業種】

【業歴】

回答数 割合

製造業 347 19.8%

建設業 246 14.1%

卸売業 348 19.9%

小売業 141 8.1%

不動産業 115 6.6%

運輸業 75 4.3%

情報通信業 125 7.1%

飲食・宿泊業 57 3.3%

その他サービス業 295 16.9%

n=1,749

回答数 割合

0～5年 62 3.6%

6～10年 110 6.3%

11～20年 241 13.8%

21～30年 220 12.6%

31～40年 195 11.2%

41～50年 170 9.7%

51～100年 665 38.1%

100年超 83 4.8%

n=1,746

（n=1,444）

（n=1,434）

０．回答企業の属性

製造業

19.8%

(18.9%)

建設業

14.1%

(14.2%)
卸売業

19.9%

(20.8%)小売業

8.1%

(6.4%)

不動産業

6.6%

(6.1%)

運輸業

4.3%

(5.1%)

情報通信業

7.1%

(7.8%)

飲食・宿泊業

3.3%

(3.1%)

その他サービス業

16.9%

(17.6%)

0～5年

3.6％

（2.9％）
6～10年

6.3％

（4.8％）

11～20年

13.8％

（14.2％）

21～30年

12.6％

（14.2％）
31～40年

11.2％

（11.4％）

41～50年

9.7％

（10.9％）

51～100年

38.1％

（37.3％）

100年超

4.8％

（4.4％）
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資本金、従業員数

０．回答企業の属性

【資本金】

【従業員数】

回答数 割合

個人事業主 2 0.1%

500万円以下 649 37.0%

500万円超～１千万円以下 379 21.6%

１千万円超～３千万円以下 351 20.0%

３千万円超～５千万円以下 191 10.9%

５千万円超～１億円以下 171 9.7%

１億円超～３億円以下 13 0.7%

３億円超 0 0.0%

n=1,756

回答数 割合

０～５人 618 35.2%

６～20人 533 30.4%

21～50人 355 20.2%

51～100人 165 9.4%

101～300人 82 4.7%

301人～ 3 0.2%

n=1,756

（n=1,444）

（n=1,444）

個人事業主
0.1%

(0.3%)

５００万円以下
37.0％

（35.0％）

５００万円超～
１千万円以下

21.6％
（21.6％）

１千万円超～
３千万円以下

20.0％
（22.0％）

３千万円超～５
千万円以下

10.9％
（12.0％）

０～５人
35.2％

（31.9％）

６～２０人
30.4％

（32.1％）

２１～５０人
20.2％

（22.6％）

５１～１００人
9.4％

（8.2％）

１０１～３００人
4.7％

（4.9％）

３０１人～
0.2％

（0.3％）

１億円超～３億円以下
0.7%

(0.6%)

５千万円超～１億円以下
9.7%

(8.6%)

３億円超
0.0% (0.1%)
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売上高（年間）、海外売上高比率

０．回答企業の属性

【売上高（年間）】
回答数 割合

１千万円未満 30 1.7%
１千万円～３千万円未満 138 7.9%
３千万円～５千万円未満 114 6.5%
５千万円～１億円未満 209 11.9%
１億円～５億円未満 593 33.8%
５億円～１０億円未満 270 15.4%
１０億円～５０億円未満 316 18.0%
５０億円～１００億円未満 57 3.2%
１００億円以上 27 1.5%

n=1,754

（n=1,443）

回答数 割合
0%（海外売上無し） 1,412 80.6%
1～10% 219 12.5%
11～30% 61 3.5%
31～50% 22 1.3%
51～70% 12 0.7%
71～100% 26 1.5%

n=1,752

【海外売上高比率】

（n=1,436）

０％（海外売上なし）
80.6％

（80.8％）

１～１０％
12.5％

（12.5％）

１１～３０％
3.5％

（3.5％）

３１～５０％
1.3％

（1.0％）

５１～７０％
0.7％

（1.2％）
７１～１００％

1.5％
（1.1％）

１千万円～３千万
円未満
7.9%

(6.6%)３千万円～５千万
円未満
6.5%

(5.1%)

５千万円～１億
円未満
11.9%

(12.4%)

１億円～５億
円未満
33.8%

(35.7%)

５億円～１０億
円未満
15.4%

(14.8%)

５０億円～１００億
円未満
3.2%

(2.8%)
１０億円～５０億

円未満
18.0%

(19.3%)

１００億円以上
1.5%

(1.6%)

１千万円未満
1.7%

(1.7%)
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取引形態、経営者年齢

０．回答企業の属性

【取引形態】

【経営者年齢】

回答数 割合
BtoB（メーカー・元請け業者） 644 36.8%
BtoB（一次下請・卸） 478 27.3%
BtoB（二次下請・卸） 135 7.7%
BtoB（三次下請・卸以下） 23 1.3%
BtoG※国・自治体との取引 50 2.9%
BtoC 324 18.5%
その他、不明 94 5.4%

n=1,748

回答数 割合
30歳代以下 38 2.2%
40歳代 286 16.3%
50歳代 573 32.7%
60歳代 550 31.4%
70歳代以上 306 17.5%

n=1,753

（n=1,443）

（31.3%）（29.3%）

（n=1,433）

３０歳代以下

2.2%

(3.0%)４０歳代

16.3%

(15.2%)

５０歳代

32.7%

(33.0%)

６０歳代

31.4%

( 31.3%)

７０歳代以上

17.5%

(17.4%)

BtoB（メーカー・
元請け業者）

36.8％

BtoB（一次下請・卸）
27.3％

BtoB（二次下請・卸）
7.7％

BtoB（三次下
請・卸以降）

1.3％

BtoG
2.9％

BtoC
18.5％

その他、不明
5.4％

(38.6%)

(27.8%)
(7.7%)

(1.0%)

(2.8%)
(13.0%)

(9.1%)
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0%

20%

40%

60%

概ね10%以上増加 概ね30%以上増加 概ね50%以上増加

0%

20%

40%

60%

概ね10%以上減少 概ね30%以上減少 概ね50%以上減少

（１）売上の状況

Ⅰ．売上・収益の状況

• 本年１月～９月の売上高を昨年同時期と比較すると、「増加」の回答が43.8％と、「減少」の20.7％を23.1ポ
イント上回る❶。

• 業種別にみると、全業種で「増加」が「減少」を上回り、建設業、飲食・宿泊業は「増加」が５割を超える❷。

【昨年2024年１月～９月と比較した
今年2025年１月～９月の売上高】

【昨年2024年１月～９月と比較した
今年2025年１月～９月の売上高（業種別）】

製造業
n=347

建設業
n=245

卸売業
n=347

小売業
n=140

不動産業
n=114

運輸業
n=75

情報
通信業
n=125

飲食・
宿泊業

n=56

その他
サービス業

n=294

41.5％

❷54.7％

38.9％

47.9％
42.1％ 40.8％

45.3％

21.9％
19.2％

25.4％
22.1％

13.2％

5.3％

20.0％
17.9％

21.8％

41.8％

❷51.8％

n=1,750

1.6%

5.5%
36.7% 35.5% 15.5% 4.4%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

概ね50%以上増加 概ね30%以上増加 概ね10%以上増加

不変 概ね10%以上減少 概ね30%以上減少

概ね50%以上減少

❶売上増加
43.8％

売上減少
20.7％
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2.1%

2.3%

9.3%

9.4%

52.6%

54.2%

32.1%

29.3%

1.9%

2.7%

1.4%

1.4%

0.5%

0.7%

2025年調査

(n=1,653)

2024年調査

(n=1,421)

概ね30%以上上昇 概ね20%以上上昇 概ね10%以上上昇 不変

概ね5%以上下落 概ね10%以上下落 概ね20%以上下落

0.4%

0.8%

6.6%

7.9%

55.5%

60.0%

34.1%

27.3%

1.7%

2.2%

1.4%

1.3%
0.3%

0.4%

2025年調査

(n=1,734)

2024年調査

(n=1,415)

概ね50%以上上昇 概ね30%以上上昇 概ね10%以上上昇 不変

概ね5%以上下落 概ね10%以上下落 概ね20%以上下落

3.1%

2.0%

9.3%

8.9%

55.0%

57.6%

29.4%

28.1%

1.3%

1.6%

1.3%

1.0%

0.6%

0.8%

2025年調査

(n=1,747)

2024年調査

(n=1,433)

0.8%

0.9%

10.1%

11.6%

61.5%

63.8%

25.3%

21.8%

1.1%

0.8%

0.6%

0.7%
0.6%

0.5%

2025年調査

(n=1,749)

2024年調査

(n=1,410)

（２）コストの状況

Ⅰ．売上・収益の状況

• 前年同期と比較したコストの状況について、全ての費用において、「上昇」とする企業は、依然として高い
水準にある。

＜原材料・仕入費用＞

＜エネルギー費用＞

＜労務費・人件費＞

＜その他経費＞

【前年同期（１月～９月）と比較したコストの状況】

72.3％

76.2％

68.8％

62.5％

68.5％

67.4％

65.8％

64.1％
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60.3%

59.2%

59.8%

53.1%

45.9%

55.1%

56.2%

62.3%

18.3%

18.7%

18.2%

21.9%

22.5%

21.0%

30.3%

26.3%

21.4%

22.1%

22.0%

24.9%

31.6%

23.9%

13.5%

11.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2025年調査(n=1,721)

2024年調査(n=1,333)

2023年調査(n=1,329)

2022年調査(n=1,276)

2021年調査(n=1,501)

2020年調査(n=1,780)

2019年調査(n=1,499)

2018年調査(n=1,360)

黒字 収支トントン 赤字

60.3%

60.3%

56.0%

19.1%

18.3%

30.8%

20.6%

21.4%

13.2%

前々期

(n=1,730)

前期

(n=1,721)

今後の見通し

(n=1,721)

黒字 収支トントン 赤字

（３）収益の状況

Ⅰ．売上・収益の状況

• 前期（直近決算期）は前々期同様、60.3％の企業が黒字。一方、小規模企業の黒字割合は50.6％にとどまる❶。

• 前期の収益状況を過年度と比較すると、赤字企業の割合は、コロナ前は１割であったのに対し、コロナを経て
約２割と約10ポイント増加した状態が続いている❷。

【前期の収益状況】（規模別）

【収益状況】 【前期の収益状況】（推移）

4.3ポイント減少

50.6%

69.3%

21.5%

15.3%

27.9%

15.4%

小規模企業

(n=832)

小規模企業以外

(n=889)

黒字 収支トントン 赤字

❶ ❷
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（１）事業方針

• 中期的な事業方針について、「拡大」と回答した企業は、2018年以降概ね増加しており、成長志向の企業が増
えていることがうかがえる❶。

• 経営者年齢別では若い経営者ほど「拡大」と回答した割合が高く、30歳代以下では70歳代以上と比較して23.1
ポイント高い❷。

【事業方針】（推移） 【事業方針】（経営者年齢別）

Ⅱ．成長に向けた新たな取り組み

33.4%

38.4%

39.7%

40.2%

36.6%

43.7%

42.7%

44.7%

53.0%

49.3%

45.9%

46.0%

53.9%

48.8%

47.9%

47.6%

6.9%

7.3%

8.2%

7.7%

6.5%

5.3%

6.0%

5.3%

1.7%

1.1%

1.4%

2.1%

0.7%

0.1%

0.7%

0.6%

5.0%

3.9%

4.8%

4.0%

2.4%

2.0%

2.7%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年調査(n=1,373)

2019年調査(n=1,496)

2020年調査(n=1,800)

2021年調査(n=1,521)

2022年調査(n=1,298)

2023年調査(n=1,347)

2024年調査(n=1,442)

2025年調査(n=1,751)

拡大 現状維持 縮小 廃業を検討 分からない

55.3%

54.9%

47.2%

42.9%

32.2%

42.1%

40.2%

44.2%

49.1%

58.9%

2.6%

2.8%

6.5%

4.7%

6.6%

0.0%

0.0%

0.7%

0.7%

1.0%

0.0%

2.1%

1.4%

2.6%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳代以下(n=38)

40歳代(n=286)

50歳代(n=572)

60歳代(n=548)

70歳代以上(n=304)

拡大 現状維持 縮小 廃業を検討 わからない

❶ ❷
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69.9%

47.5%

40.9%

39.1%

31.0%

29.2%

66.4%

55.1%

25.9%

36.4%

23.1%

27.4%

0% 20% 40% 60%

利益の増加

売上の増加

従業員満足度の向上

顧客満足度の向上

新事業・新技術開発、製品・サー

ビス開発、イノベーション創出

既存事業の深化・発展

小規模企業以外(n=903) 小規模企業(n=850)

68.6%

52.5%

35.6%

34.6%

34.1%

29.2%

67.7%

49.2%

40.4%

20.1%

35.6%

28.2%

0% 20% 40% 60%

利益の増加

売上の増加

顧客満足度の向上

新事業・新技術開発、製品・サー
ビス開発、イノベーション創出

従業員満足度の向上

既存事業の深化・発展

拡大(n=781) 現状維持(n=832)

（２）成長の要素

• 成長の要素について、小規模企業以外では「利益の増加」が「売上の増加」よりも22.4ポイント高く、利益重
視であることが見て取れる❶。また、「従業員満足度の向上」40.9%も成長の要素として重視されている。

• 事業方針別では「新事業開発、製品サービス開発、イノベーション創出」において「拡大」方針企業が34.6%
である一方、「現状維持」方針企業は20.1%と差が生じている。

【企業規模別成長の要素】 【事業方針別成長の要素】
※複数回答可 ３つまで
※上位６位を抜粋

Ⅱ．成長に向けた新たな取り組み

❸

❷

❶

22.4pt

※複数回答可 ３つまで
※上位６位を抜粋
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27.4%

25.1%

20.9%

20.2%

12.7%

12.2%

8.3%

3.5%

4.2%

26.7%

27.1%

22.1%

15.6%

11.6%

11.9%

10.9%

4.0%

2.1%

6.0%

36.8%

0% 20% 40%

新製品・新サービス開発

商品・サービスの提供方法の
導入・改善

国内における新規顧客の発掘、
販売促進

ＤＸ・ＡＩ活用等（差別化や競争力
強化に繋がるＩＴ活用）

新分野進出、事業・業態・業種転換

研究・技術開発

海外展開、海外における
新規顧客の発掘

Ｍ＆Ａや合併、会社分割等による
事業再編

その他

特に実施した取り組みはない

黒字(n=1,026) 収支トントン＋赤字(n=680)

（３）直近１年間の新たな取り組み・成果

Ⅱ．成長に向けた新たな取り組み

• 直近１年間の新たな取り組みについて、「新製品・新サービス開発」「商品・サービスの提供方法の導入・改
善」が上位となり、前期収益が「黒字企業」では「ＤＸ・ＡＩ活用等」にも積極的に取り組んでいる❶。一方、
「収支トントンと赤字企業」は「特に実施した取り組みはない」割合が36.8％にのぼった❷。

• 直近１年間の成果について、小規模企業では小規模企業以外と比較して「ＤＸ・ＡＩ活用」で成果がでておら
ず、成果につながった取り組みがないという回答でも10ポイント近くの差が生じている❸。

22.5%

19.6%

18.7%

17.1%

8.6%

8.1%

6.6%

3.3%

4.6%

30.4%

20.3%

19.2%

13.0%

7.4%

6.8%

9.8%

3.1%

0.4%

4.9%

41.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

新製品・新サービス開発

商品・サービスの提供方法の導入・
改善

国内における新規顧客の発掘、販売
促進

ＤＸ・ＡＩ活用等

研究・技術開発

新分野進出、事業・業態・業種転換

海外展開、海外における新規顧客の
発掘

Ｍ＆Ａや合併、会社分割等による事
業再編

その他

特に成果が出た取り組みはない

小規模企業以外(n=861) 小規模企業(n=798)

【直近１年間の新たな取り組み】（前期収支別） 【直近１年間で成果が出た取り組み】（規模別）

❶

❷ ❸

❸

※複数回答可 ※複数回答可
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2.4%

3.3%

2.8%

28.4%63.1%

3.4%
5.2%

6.2%

28.5%56.7%

既に連携・協業および、スタートアップの製品・サービスも活用している

既に連携・協業している

スタートアップの製品・サービスを活用している

連携や製品・サービス活用はしていないが興味がある

分からない

（４）スタートアップとの関係・考え
（５）脱炭素・カーボンニュートラルの取組状況

Ⅱ．成長に向けた新たな取り組み

• スタートアップと「連携・協業している」もしくは、スタートアップ製品・サービスを「活用している」企業
は14.8%となった。現在は「連携や製品・サービス活用をしていない」企業も含め、43.3%の企業がスタート
アップに関心を持っており、昨年から6.4ポイント増加した❶。

• 脱炭素に向けた取り組みを実施する企業は、昨年比2.3ポイント増加の21.7%となった❷。

【スタートアップとの関係・考え】
※スタートアップとは、創業後概ね１０年以内、
且つ短期間での成長を目指す企業

外側：2025年調査(n=1,699) 内側：2024年調査(n=1,393)

❶連携・協業・サービス活用
もしくは興味あり

43.3％（＋6.4pt）

40.1%

20.7%

18.4%

12.3%

11.0%

40.5%

25.2%

16.6%

10.0%

10.8%

0% 20% 40% 60%

取り組む予定はない

取り組みたいが、何をすべきか分

からない

取り組むかどうか検討している

既に取り組んでいる

（設備投資を除く）

既に取り組んでいる（設備投資）

2025年調査(n=1,738) 2024年調査(n=1,406)

【脱炭素に向けた取り組み状況】※複数回答可

❷既に
取り組んでいる
21.7％ (+2.3pt)
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15.6%

21.8%
19.3%

32.6%

6.8%
4.2%

27.0%

20.5%

24.6%

2.7%
1.0%

23.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

業
務
の
棚
卸
し

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
見
直
し

業
務
の
標
準
化
・
マ
ニ
ュ
ア

ル
化

デ
ジ
タ
ル
活
用

生
産
設
備
の
導
入
・
更
新
、

製
造
工
程
見
直
し

自
動
化
・
ロ
ボ
ッ
ト
化

業
務
分
担
・
人
員
配
置
の
見

直
し

外
注
な
ど
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン

グ
の
活
用

社
員
の
能
力
開
発

事
業
規
模
縮
小
・
事
業
ド
メ

イ
ン
の

見
直
し
、
拠
点
の
統
廃
合

そ
の
他

特
に
取
り
組
ん
で
い
な
い

（１）取り組み内容

Ⅲ．省力化・業務効率化

• 76.6%の企業が省力化・業務効率化に向けた取り組みを実施❶。

• 設備投資においては、約３割が「デジタル活用」に取り組むものの、生産設備やロボットといった投資は少数
にとどまった❷。

• また、既存業務の改善に関する項目よりも、業務の配分に関する項目の方が積極的に取り組んでいる傾向にあ
る。

❶取り組み実施  
76.6％

※複数回答可 n=1,725【直近１年間における省力化・業務効率化の取り組み】

既存業務の改善 設備投資 業務の配分

❷
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38.9%

25.3%

18.9%

18.6%

14.1%

13.0%

12.0%

10.9%

7.7%

0.9%

32.1%

総務・財務・経理

人事・労務

受注・在庫管理

営業・接客

生産・施工

配送・物流

清掃

調達・購買

企画・研究開発

その他

特になし

0% 20% 40% 60%

❶省力化・
業務効率化
できている  

67.9％

（２）省力化・業務効率化済みの業務、今後効率化が必要な業務

Ⅲ．省力化・業務効率化

• １つ以上の業務で省力化・業務効率化できている企業は67.9％❶。具体的な業務では、「総務・財務・経理」
「人事・労務」といったバックオフィス業務が上位にあがった。

• 今後効率化が必要な業務について、１つ以上の業務で省力化・業務効率化できている企業では、「営業・接
客」や「受注・在庫管理」といった販売・生産関連が上位にあがった❷一方、省力化・業務効率化できていな
い企業においては、半数近くが今後も効率化の必要性を感じていない❸。

【省力化・業務効率化済みの業務】

30.3%

27.7%

31.5%

37.3%

28.9%

21.3%

8.2%

22.4%

18.0%

1.5%

10.8%

29.5%

18.7%

21.3%

21.8%

18.7%

11.6%

6.5%

12.1%

8.6%

0.7%

47.2%

0% 20% 40% 60%

総務・財務・経理

人事・労務

受注・在庫管理

営業・接客

生産・施工

配送・物流

清掃

調達・購買

企画・研究開発

その他

特になし

省力化・業務効率化できている業務がある(n=1,153)

省力化・業務効率化できていない(n=536)

❷

❷

❸

【今後効率化が必要な業務】 ※複数回答可※複数回答可
n=1,728バ

ッ
ク
オ
フ
ィ
ス

販
売
・
生
産

販
売
・
生
産

バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
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説明がなかっ
た, 33.9％

説明があり保証を
はずした （はず
す予定）, 15.8％

パンフレット等で
周知されたが、
説明された記憶は
ない, 15.5％

説明はあったが、
要件を満たしていない, 

7.0％

説明があり、要件は
満たしているが、
自ら（事業者が）

保証をはずさない, 6.7％

借入金がない・元々保証は
ついていないので関係ない, 

21.1％

名称・内容
ともに知っ
ている
30.6%

名称のみ
知っている

35.9%

知らない
33.4%

（１）経営者保証の状況

Ⅳ．経営者保証

• 「経営者保証に関するガイドライン」に関して、「知らない」と回答した割合は、昨年から1.4ポイント減少
の33.4％となった。

• 民間金融機関からの説明状況について、約３割が「説明がなかった」と回答。

【「経営者保証に関するガイドライン」の認知度】 【「経営者保証に関するガイドライン」の
民間金融機関からの説明状況】

n=1,680
(n=1,402)

n=1,322
(n=1,127)

(34.4%)

(16.8%)
(13.8%)

(9.0%)

(19.6%)

(32.3%)

(32.9%)

(34.8%)

参考【経営者保証ガイドライン】
経営者保証を提供せず融資を受ける際や、保証債務を整理する際の「中小企
業・経営者・金融機関共通の自主的なルール」として、策定・公表されたガイ
ドライン
＜主なポイント＞
• 融資を受ける際に法人と個人が明確に分離されているなどの要件を満たせ

ば、経営者の個人保証を求めないこと
•  事業再生や債務整理の局面において、金融機関の経済的合理性など要件を

満たした場合、経営者に一定の資産を残して保証債務の免除を認めること

※「経営者保証に関するガイドライン」の民間金融機関から
の説明状況において、「借入金がない・元々保証はついてい
ないので関係ない」と答えた企業を除く

(6.5%)
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7.4%

4.6%

4.9%

4.6%

15.5%

9.3%

9.7%

9.6%

14.6%

10.1%

11.5%

10.7%

34.5%

26.8%

31.8%

27.4%

21.2%

38.7%

34.9%

37.3%

6.8%

10.6%

7.3%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

原材料・仕入費用

(n=1,741)

エネルギー費用

(n=1,711)

労務費・人件費

(n=1,709)

その他経費

(n=1,682)

１０割（全て価格転嫁できた） ７～９割

４～６割 １～３割

全く転嫁できていない コストが上昇していない

（１）価格転嫁の状況

Ⅴ．取引環境

• コスト増加分の価格転嫁について、「４割以上価格転嫁できている」割合は、前年から進展が見られず足踏み
状態❶。

• 「原材料・仕入費用」では37.6%であるのに対し、「エネルギー費用」「労務費・人件費」「その他経費」で
はそれぞれ25%程度となり、10ポイント近くの差が生じている。

• 取引別ではBtoBと比較してBtoCの方が価格転嫁が進んでいない❷。

❶４割以上の価格転嫁
37.6％(36.0%)

24.0％ (23.9%)

26.1％ (25.5%)

24.9％ (24.3%)

【コスト増加分の価格転嫁の状況】 【価格転嫁の状況（原材料・仕入費用）】（取引別）

8.4%

8.2%

4.0%

16.8%

12.2%

13.1%

15.8%

14.3%

11.5%

33.9%

36.7%

38.6%

18.6%

20.4%

27.7%

6.4%

8.2%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BtoB(n=1,273)

BtoG(n=49)

BtoC(n=321)

5.5%

4.2%

3.5%

10.7%

12.5%

6.4%

12.5%

18.8%

7.0%

33.0%

39.6%

29.3%

31.5%

25.0%

45.9%

6.8%

0.0%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

BtoB(n=1,257)

BtoG(n=48)

BtoC(n=314)

１０割（全て価格転嫁できた） ７～９割

４～６割 １～３割

全く転嫁できていない コストが上昇していない

【価格転嫁の状況（労務費・人件費）】（取引別）

４割以上の価格転嫁41.0％

34.7％

❷28.7％

４割以上の価格転嫁28.7％

35.4％

❷16.9％

（）内は2024年調査
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（２）主要製品・サービスの価格設定、
取引条件の改善に向けた問題・課題

Ⅴ．取引環境

【主要な製品・サービスにおける価格設定の状況】
（全体／業種別）

• 主要製品・サービスにおける価格設定について、希望する価格設定が「できていない」と回答した企業は
45.2%となった❶。とりわけ運輸業では60.3%、その他サービス業が51.7％と高い割合となった❷。

• 取引条件の改善に向けた課題は「価格転嫁・値上げの実現に時間がかかる」「販売量の減少」が上位となった。

42.8%

45.2%

12.0%

できている

できていない

分からない

n=1,722
32.2%

26.1%

14.2%

10.3%

7.3%

6.8%

4.7%

3.5%

2.9%

1.8%

1.2%

6.4%

31.7%

0% 10% 20% 30% 40%

価格転嫁・値上げの実現までに
時間がかかる

販売量の減少

コスト転嫁等を理由とする
値上げが認められない

取引先が価格協議に応じてくれない

手形・売掛金の支払いサイトが長い

価格協議時に膨大な
資料提出を求められる

一方的な取引打ち切り

公表資料を根拠とした
労務費の値上げが認められない

（正当な対価が支払われない）
役務提供の要請

手数料負担の伴う
ファクタリング取引の強要

金型の無償保管、
知的財産の無償提供

その他

特にない

【取引条件の改善・さらなる価格転嫁に向けた問題・課題】

n=1,714

❶

44.0%

45.5%

50.0%

44.6%

34.5%

26.0%

44.8%

39.3%

37.4%

46.1%

41.4%

42.1%

39.6%

39.1%

60.3%

44.8%

48.2%

51.7%

9.9%

13.1%

7.9%

15.8%

26.4%

13.7%

10.4%

12.5%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(n=343)

建設業(n=244)

卸売業(n=340)

小売業(n=139)

不動産業(n=110)

運輸業(n=73)

情報通信業(n=125)

飲食・宿泊業(n=56)

その他サービス業(n=286)

できている できていない 分からない

❷

❷

※複数回答可
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既に後継者を
決めている

23.6%

後継者候補はいる
23.9%後継者を決めて

いないが、事業
継続したい

28.7%

自分の代で廃
業する予定

8.9%

同業他社・取引先等
に事業譲渡する予定

2.1%

M&Aで会社を売却する予定
3.0%

その他
9.8%

（１）事業承継・承継先の予定

Ⅵ．事業承継

• 「後継者を決めていないが、事業継続したい」は依然として約３割存在するものの、昨年から5.4ポイント減
少❶。その他の項目はそれぞれ微増しており、事業の今後について検討を進める企業が増加傾向にある。

• 「既に後継者を決めている」または「後継者候補はいる」と回答した経営者のうち、後継者・承継先として親
族をあげる割合は約７割と横ばい❷。続いて、「自社の役員・従業員」が30.9%、「社外から登用」が4.8％と
なっている。

【事業承継の予定・意向】 【後継者・承継先】
※複数回答可
※「既に後継者を決めている」「後継者候補はいる」の回答者を対象
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のうち少なくとも一
つを回答した企業の
割合

※「同業他社・取引先等に事業譲渡する予定」は前回項目なし。
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（２）後継者を決めていない理由
事業承継税制に係る特例承継計画

Ⅵ．事業承継

• 後継者を決めていない理由について、50歳代の68.0％、60歳代でも56.2％が「事業承継を考える年齢ではな
い」「事業承継よりも優先すべき経営課題がある」「事業承継を考えたいが、後回しにしている」 と回答して
おり、まだ事業承継に意識が至っていない状況❶。 70歳代になると、後継者確保に課題を抱えている。

• 事業承継税制に係る特例承継計画について、依然として「よくわからない」が35.1％となった。

【後継者を決めていない理由（全体／経営者年齢別）】
※「後継者を決めていないが、事業継続したい」の回答者を対象

【事業承継税制に係る特例承継計画】
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